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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第42期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

４ 第42期中より、インターナショナル・カード・システム株式会社を新たに連結の範囲に含めております。 

  

第一部 【企業情報】

回    次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 106,155 110,970 104,901 214,500 197,723

経常利益 (百万円) 38,279 38,246 26,668 75,559 58,466

中間(当期)純利益 (百万円) 22,957 23,392 16,270 45,443 35,578

純資産額 (百万円) 308,708 344,333 361,114 328,676 351,104

総資産額 (百万円) 382,094 415,187 436,683 406,611 420,504

１株当たり純資産額 (円) 3,169.75 3,535.50 3,706.43 3,371.93 3,603.59

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 235.72 240.18 166.99 463.77 365.26

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.8 82.9 82.7 80.8 83.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,063 9,827 15,875 36,286 36,750

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △25,331 △10,790 △10,622 △42,525 △31,370

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,403 △6,349 △4,885 △7,855 △11,233

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 184,131 193,696 195,526 200,835 195,157

従業員数 (名) 963 979 1,000 940 969



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について

は中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第42期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回    次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 103,493 97,741 96,722 196,666 168,016

経常利益 (百万円) 37,963 36,158 25,693 68,741 54,344

中間(当期)純利益 (百万円) 23,312 22,842 15,857 42,561 33,567

資本金 (百万円) 14,840 14,840 14,840 14,840 14,840

発行済株式総数 (千株) 97,597 97,597 97,597 97,597 97,597

純資産額 (百万円) 291,682 323,223 337,939 308,392 328,341

総資産額 (百万円) 365,093 388,703 411,513 379,472 387,338

１株当たり配当額 (円) 35.00 50.00 50.00 100.00 100.00

自己資本比率 (％) 79.9 83.2 82.1 81.3 84.8

従業員数 (名) 839 825 835 820 811



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、事業の種類別セグメントの区分に係る主要な関係会社に異動はありませ

ん。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの 

 出向者を含む就業人員であります。 

 ２ 「パチンコ機関連事業」及び「パチスロ機関連事業」の従業員数につきましては、両事業に関わる同一担 

 当者が多くセグメント別の把握が困難であるため、一括して記載しております。 

 ３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

  平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社三和工場にＳＡＮＫＹＯ労働組合が結成されておりますが、労使関係は安定した状態であり、特

記すべき事項はありません。なお、連結子会社においては労働組合の結成はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称    従業員数(名)

パチンコ機関連事業及びパチスロ機関連事業 848

補給機器関連事業 67

その他の事業 5

全社(共通） 80

合計 1,000

従業員数(名) 835



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業成績を背景とした設備投資の増加や、雇用環

境の改善が個人消費にも波及し、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

当パチンコ・パチスロ業界におきましては、ファン人口の減少が続く中、パチンコパーラーは経営基

盤の優劣による二極化が鮮明になっております。とりわけ、平成16年７月の改正遊技機規則の施行に伴

う３年間の移行経過措置期間が終了し、パチスロ新基準機の導入が進んだ反面、パチスロ旧基準機の撤

去をきっかけに、店舗の閉鎖、営業規模の縮小なども目立ち始めました。このような状況の中、パチン

コパーラーはパチンコ機を営業・集客の柱として前面に押し出すとともに、ファン人口増加に向け、プ

レイ代金を抑えた低貸玉営業、禁煙コーナーの設置などの新たな試みを検討・実施しております。 

一方、遊技機メーカーの販売競争も激化しており、商品のクオリティに加え、パチンコパーラー・フ

ァンの関心、話題性などが、販売成績を大きく左右する傾向が強まっております。遊技機メーカーとし

ては、遊技機の開発・製造・販売にとどまらず、プロモーション等により、メーカー自らが積極的に話

題づくりをしていくなど、新たな戦略が必要となってきております。 

当社グループといたしましては、昨年来、当社グループ商品が市場の関心を十分に集められなかった

反省を踏まえ、開発プロセスの見直しに着手し、優良コンテンツを活用した斬新な商品企画・開発の強

化を図りました。また、ＴＶＣＭを中心とした広告宣伝活動も積極的に展開いたしました。 

 その結果、パチンコ機・パチスロ機それぞれのセグメントにおいて、市場ニーズに応える遊技機を投

入することができ、概ね計画どおりの経営成績を達成することができました。特に、商品力強化の第１

弾であるＳＡＮＫＹＯブランドのパチンコ機「ＫＯＤＡ ＫＵＭＩ ＦＥＶＥＲ ＬＩＶＥ ＩＮ

ＨＡＬＬ」は、人気シンガーの倖田來未さんの魅力を余すことなくゲーム性に盛り込み、ＴＶＣＭなど

による認知度の向上を図ったことで、パチンコパーラーの看板機種として好調な販売成績を収めること

ができました。同機種は、設置開始から約５ヶ月が経過した提出日現在も人気を維持しており、当社グ

ループ商品への注目度回復に向けて大きな手応えをつかむことができました。 

 また、パチンコ・パチスロファンに高い認知度を誇るＢＩＳＴＹブランドの「新世紀エヴァンゲリオ

ン」シリーズでは、パチスロ機でのシリーズ第２弾となる「まごころを、君に」が10万台に迫る大ヒッ

トとなりました。 

 以上により、連結売上高1,049億円（前年同期比5.5％減）となり、連結営業利益248億円（同31.8％

減）、連結経常利益266億円（同30.3％減）、連結中間純利益162億円（同30.4％減）となりました。 

  

なお、事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

 ① パチンコ機関連事業 

主力のパチンコ機につきましては、約３年ぶりにパチンコ機枠のモデルチェンジを実施、「クリス

テラ」と銘打った新枠での投入となったＳＡＮＫＹＯブランドの「ＫＯＤＡ ＫＵＭＩ ＦＥＶＥＲ 

ＬＩＶＥ ＩＮ ＨＡＬＬ」（平成19年７月）において、前述のとおり大規模なプロモーション活動を

展開し、発売前からパチンコパーラー・ファンの注目を集めることに成功し、10万台を超えるヒット

商品となりました。 



また、パトランプ、巨大なダンプカー役物による演出が楽しめる「パトラッシュ」（平成19年８

月）は、シンプルながら、スピード感溢れるゲーム性が評価をいただきました。 

その他、ＳＡＮＫＹＯブランドで２シリーズ、ＢＩＳＴＹブランドで１シリーズを販売した結果、

パチンコ機の販売台数は前年同期比177千台減の192千台となり、売上高569億円（前年同期比26.1％

減）、営業利益163億円（同49.2％減）となりました。 

② パチスロ機関連事業 

パチスロ機につきましては、ＢＩＳＴＹブランド「新世紀エヴァンゲリオン」シリーズのパチスロ

第２弾「まごころを、君に」（平成19年６月）がパチンコパーラーからの関心を集め、10万台に迫る

販売を記録し、当社グループのパチスロ機としては過去最高のヒット機種となりました。 

 ＳＡＮＫＹＯブランドにおきましては、シーサーの巨大役物や、音と光によるインパクトのある告

知機能を搭載した「楽シーサー（たのしーさー）」（平成19年５月）、パチンコ機と同様にヒット曲

や実写映像を楽しめる「ＫＯＤＡ ＫＵＭＩ ＰＡＣＨＩＳＬＯＴ ＬＩＶＥ ＩＮ ＨＡＬＬ」（平成

19年８月）などを投入しました。 

 その他、ＳＡＮＫＹＯブランドで２シリーズ、ＢＩＳＴＹブランドで１シリーズを販売した結果、

パチスロ機の販売台数は前年同期比58千台増の154千台となり、売上高368億円（前年同期比69.7％

増）、営業利益108億円（同64.3％増）となりました。 

③ 補給機器関連事業 

持分法適用関連会社の日本ゲームカード株式会社の主力商品で低価格かつ高機能を売り物にした 

ＩＣカードシステム「Luterna（ルテルナ）」の販売に注力しましたが、パチンコパーラーにおける

設備投資は遊技機に集中する傾向が強まり、補給工事等の受注は減少しました。その結果、売上高

104億円（前年同期比9.7％減）、営業利益2億円（同6.5％増）となりました。 

④ その他の事業 

連結子会社の株式会社三共クリエイトによる不動産賃貸収入が中心であり、売上高6億円（前年同

期比10.5％増）、営業利益1億円（同6.4％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、営業活動による増加158億円、投資活

動における減少106億円、財務活動における減少48億円となり、当中間連結会計期間末の現金及び現

金同等物（以下「資金」という）は3億円増加(前年同期は73億円減少)し、1,955億円（前年同期比

0.9％増）となりました。 

営業活動により得られた資金158億円（同61.5％増）の主な増加要因は、税金等調整前中間純利益

266億円、仕入債務の増加107億円であり、主な減少要因は売上債権の増加83億円、未払金の減少63億

円、法人税等の支払額79億円であります。 

投資活動の結果減少した資金は106億円（同1.6％減）であり、主な要因は金融商品保有残高の増加

28億円、有形固定資産の取得71億円、貸付金6億円等であります。 

財務活動により使用した資金は48億円（同23.1％減）となり、主なものは配当金の支払額48億円で

あります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの生産実績は次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの受注状況は次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

     ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
３ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

パチンコ機関連事業 55,810 74.2

パチスロ機関連事業 36,806 177.4

補給機器関連事業 10,461 90.3

合計 103,077 95.8

事業の種類別セグメントの名称

受注高 受注残高

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

パチンコ機関連事業 55,825 81.5 2,165 148.4

パチスロ機関連事業 37,252 169.0 1,283 211.7

補給機器関連事業 9,818 86.7 278 22.7

合計 102,897 101.1 3,727 113.2

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

パチンコ機関連事業 56,964 73.9

パチスロ機関連事業 36,810 169.7

補給機器関連事業 10,461 90.3

その他の事業 664 110.5

合計 104,901 94.5

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

 金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円)  割合(％)

フィールズ株式会社 13,748 12.4 22,333 21.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約、重要な変更もしくは解約はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、『創意工夫』の基本方針のもと、市場ニーズに沿ったパーラー及びファンの皆さま全

てに満足していただける遊技機の研究開発に力を注いでおります。 

 また、減少する遊技人口に歯止めをかけるべく、新規ファンの獲得及び現状のファンにも満足いただけ

る遊技機の研究に総力をあげて取り組んでおります。 

 現在、グループの研究開発活動は、当社商品本部及び各子会社・関連会社の開発部門が推進しており、

研究開発担当のスタッフは当中間連結会計期間末時点で225名、研究開発費の総額は35億39百万円であり

ます。セグメント別では、パチンコ機関連事業28億31百万円、パチスロ機関連事業6億21百万円、補給機

器関連事業86百万円となっております。 

  

 事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりであります。 

 ① パチンコ機関連事業 

パチンコ機関連事業は、当社商品本部及び株式会社ビスティを中心として、ファン及びパーラーの

双方から長期に亘り支持される商品の開発に努めております。 

 当中間連結会計期間における主な成果といたしまして、トップアーティストとして幅広い世代から

支持されている倖田來未さんを起用した「ＫＯＤＡ ＫＵＭＩ ＦＥＶＥＲ ＬＩＶＥ ＩＮ ＨＡ

ＬＬ」を販売いたしました。当機種の発表展示会には、想像を遙かに超えた4,300人の方が来場し、

また、全国９カ所で行われた一般試打会には合計2,300人のお客様を迎えることができ大盛況となり

ました。なお、倖田來未さんのオリジナル撮り下ろし映像、大ヒット曲をリーチ及び予告などのあら

ゆる場面で堪能できる当機種は、販売から５ヶ月以上経過した提出日現在でもパーラー及びファンの

皆さまに支持されているヒット機種であります。 

 また、版権を使用していないオリジナル機種として、「パトラッシュ」を販売しております。ドッ

トマトリクス表示器を使用した映像にパトライトによる演出を効果的に用いた当機種は、価格を抑え

ながら十分に魅力のある商品として市場の評価を得られております。 

 以上、当中間連結会計期間におきましては上記を含めＳＡＮＫＹＯブランドで４シリーズ、ＢＩＳ

ＴＹブランドで１シリーズをそれぞれ販売いたしました。 

 今後とも、長期稼働が実現できる遊技機を研究開発し、ファン及びパチンコパーラーの皆さまの期

待に応えるとともに、当社グループのブランドイメージ向上を図ってまいります。 



 ② パチスロ機関連事業 

パチスロ機関連事業は、当社商品本部及び株式会社ビスティを中心として、旧基準機完全撤去後の

新たな市場に関する研究、ファン及びパーラーの双方から長期に亘り支持される商品の開発に努めて

おります。 

 当中間連結会計期間の主な成果といたしまして、初めて遊技するファンにもわかりやすく遊べる機

種として「楽シーサー」を販売いたしました。当機種にはパチスロ史上最大の動く役物「シーサー役

物」を搭載し、かつ更に視覚的演出効果を高めるために役物内にレーザーランプを搭載しており、現

在でも市場で高く評価されております。 

 また倖田來未さんのオリジナル撮り下ろし映像と大ヒット曲を７曲使用した「ＫＯＤＡ ＫＵＭＩ 

ＰＡＣＨＩＳＬＯＴ ＬＩＶＥ ＩＮ ＨＡＬＬ」を販売いたしました。パチンコと同様にファン及び

パーラーの皆さまから高い評価をいただくことができました。 

 一方、ＢＩＳＴＹブランドにおいては「新世紀エヴァンゲリオン・まごころを、君に」を販売いた

しました。当機種は新基準機初のパチスロとして販売した「新世紀エヴァンゲリオン」に続く第２弾

であり、前作に続きファン及びパーラーの皆さまに評価いただける商品とすることができました。 

 以上、当中間連結会計期間におきましては上記を含めＳＡＮＫＹＯブランドで４シリーズ、ＢＩＳ

ＴＹブランドで２シリーズをそれぞれ販売いたしました。 

 今後とも、新基準機市場に関する研究を継続し、市場の活性化に貢献できる機種開発を推進してま

いります。 

③ 補給機器関連事業 

補給機器関連事業は、当社商品本部システム開発課を中心として、機能、メンテナンス性およびロ

ーコストを重視した補給設備機器全般の研究開発を行なっております。 

 当中間連結会計期間において販売した、業界初となる「指静脈認証金庫」は、ホール内でのセキュ

リティーを向上させるシステムとして好評を得ております。 

 また、パーラーニーズに応える、ホール設備機器の開発、改善などの研究開発に取り組んでおりま

す。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却について重要な

変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末における設備計画のうち、当中間連結会計期間中に完了した主なものは次のとおり

であります。 

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した設備の新設計画は次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容 投資額(百万円) 完了(支出)年月

㈱ＳＡＮＫＹＯ

商品本部 
（東京都渋谷区）

パチンコ機関連事業 治具工具 807 平成19年４月～９月

パチスロ機関連事業 治具工具 19 平成19年４月～９月

三和工場 
（群馬県伊勢崎市）

パチンコ機関連事業 治具工具 310 平成19年４月～９月

パチスロ機関連事業 治具工具 82 平成19年４月～９月

会社名
事業所名 

（所在地）

事業の種類別 

セグメントの 

名称

設備の内容

投資予定額
資金調達

方法
着手年月

完了予定 

年月

完成後の

増加能力総額 

(百万円)

既支払額 

(百万円)

㈱三共クリエイト
自社ビル用土地 

(東京都渋谷区)

パチンコ機関連事業 

パチスロ機関連事業 

補給機器関連事業

 土地 6,306 4,503 自己資金 平成19年７月 平成19年11月  ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

合計 144,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

  上場金融商品取引所名
   又は登録認可金融商品 
     取引業協会名

内容

普通株式 97,597,500 97,597,500
東京証券取引所
(市場第一部)

─

合計 97,597,500 97,597,500 ─ ─

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～  
平成19年９月30日

― 97,597,500 ― 14,840 ― 23,750



(5) 【大株主の状況】 

   平成19年９月30日現在

 
(注) １ 所有株式数は千株未満、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第２位未満を切り捨てて表示し

ております。 

２ 上記所有株式のうち、信託業務等に係る株式数は以下のとおりであります。 

 
３ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成19年４月20日付で大量保有報告書に

係る変更報告書の提出があり、平成19年４月13日現在で下表のとおり株式を保有している旨の報告を受けま

したが、当社としては中間会計期間期末日時点における所有株式数が確認できませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

有限会社マーフコーポレーション 東京都豊島区巣鴨一丁目21番９号 15,050 15.42

有限会社群馬創工
東京都港区虎ノ門一丁目15番10号
（名和ビル３階）

14,196 14.54

毒島 邦雄 群馬県桐生市 7,089 7.26

毒島 秀行 東京都渋谷区 3,705 3.79

ステート ストリート バンク アンド
トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ 
 レート銀行兜町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON,MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

3,112 3.18

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,054 3.12

赤石 典子 群馬県桐生市 2,965 3.03

毒島 章子 群馬県桐生市 2,965 3.03

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,768 2.83

ステート ストリート バンク アンド
トラスト クライアント オムニバス 
アカウント オーエムゼロツー 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ 
 レート銀行兜町証券決済業務室)

100 KING STREET WEST,SUITE 3500,PO
BOX 23 TORONTO,ONTARIO M5X 1A9 CANADA 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

1,853 1.89

合計 ―― 56,760 58.15

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）      3,054千株

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      2,768千株

保有者名
保有株式数 
(千株)

保有比率
(％)

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社 404 0.41

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 1,092 1.12

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 1,195 1.22

バークレイズ・グローバル・ファンド・アドバイザーズ 411 0.42

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド 563 0.58

合計 3,667 3.76



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権数70

個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式49株及び証券保管振替機構名義の株式60株 

が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 

普通株式       128,000
― ―

(相互保有株式) 

普通株式     100,000

完全議決権株式(その他) 普通株式   97,088,300 970,883 ―

単元未満株式 普通株式     281,200 ― ―

発行済株式総数 97,597,500 ― ―

総株主の議決権 ― 970,883 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ＳＡＮＫＹＯ

群馬県桐生市境野町 
六丁目460番地

128,000 ― 128,000 0.13

(相互保有株式) 
日本ゲームカード株式会社

東京都渋谷区渋谷 
三丁目28番13号

100,000 ― 100,000 0.10

合計 ― 228,000 ― 228,000 0.23

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 5,460 5,410 5,580 5,400 5,040 4,750

最低(円) 5,030 4,530 5,010 4,680 4,150 4,180



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新

日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第42期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第42期中間会計期間の中間財務諸表  

                                みすず監査法人 

 第43期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第43期中間会計期間の中間財務諸表 

                                新日本監査法人 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 150,229 125,071 156,999

 ２ 受取手形及び 

   売掛金
※３ 74,975 65,623 57,293

 ３ 有価証券 62,485 102,479 71,880

 ４ たな卸資産 3,783 4,056 5,928

 ５ その他 10,492 14,426 11,523

    貸倒引当金 △766 △693 △504

   流動資産合計 301,200 72.5 310,963 71.2 303,121 72.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 13,299 12,689 12,974

  (2) 土地 23,205 27,703 23,200

  (3) 建設仮勘定 ― 723 ―

  (4) その他 ※１ 5,982 5,795 5,709

   有形固定資産合計 42,487 10.2 46,912 10.7 41,885 10.0

 ２ 無形固定資産 203 0.1 198 0.1 185 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 69,908 76,561 73,874

  (2) その他 1,811 3,691 2,911

      貸倒引当金 △423 △1,264 △1,093

      投資損失引当金 ― △379 △379

   投資その他の 

   資産合計
71,296 17.2 78,609 18.0 75,312 17.9

   固定資産合計 113,986 27.5 125,720 28.8 117,383 27.9

  資産合計 415,187 100.0 436,683 100.0 420,504 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 38,051 49,976 39,234

 ２ 未払法人税等 14,956 10,698 8,122

 ３ 役員賞与引当金 79 ― 238

 ４ 賞与引当金 804 835 663

 ５ その他 10,633 8,704 15,503

   流動負債合計 64,525 15.6 70,215 16.1 63,761 15.2

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 1,114 1,168 1,156

 ２ 退職給付引当金 2,148 2,377 2,249

 ３ その他 3,064 1,807 2,233

   固定負債合計 6,327 1.5 5,353 1.2 5,639 1.3

  負債合計 70,853 17.1 75,568 17.3 69,400 16.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 14,840 3.6 14,840 3.4 14,840 3.5

 ２ 資本剰余金 23,822 5.7 23,883 5.5 23,883 5.7

 ３ 利益剰余金 301,660 72.7 320,369 73.4 308,972 73.5

 ４ 自己株式 △791 △0.2 △681 △0.2 △670 △0.2

   株主資本合計 339,531 81.8 358,410 82.1 347,025 82.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

4,802 1.1 2,704 0.6 4,078 1.0

   評価・換算差額等 
   合計

4,802 1.1 2,704 0.6 4,078 1.0

   純資産合計 344,333 82.9 361,114 82.7 351,104 83.5

   負債純資産合計 415,187 100.0 436,683 100.0 420,504 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 110,970 100.0 104,901 100.0 197,723 100.0

Ⅱ 売上原価 57,822 52.1 61,166 58.3 104,741 53.0

   売上総利益 53,148 47.9 43,734 41.7 92,982 47.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 16,630 15.0 18,846 18.0 38,072 19.2

   営業利益 36,517 32.9 24,887 23.7 54,909 27.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 522 923 1,300

 ２ 受取配当金 54 54 54

 ３ 持分法による投資利益 907 577 1,750

 ４ その他 286 1,770 1.6 299 1,855 1.8 527 3,633 1.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 6 ― 7

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 2 ―

 ３ 投資事業組合運用損 28 30 33

 ４ 雑損失 7 ― ―

 ５ その他 ― 41 0.0 41 75 0.1 35 77 0.0

   経常利益 38,246 34.5 26,668 25.4 58,466 29.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ ― 0 ―

 ２ ゴルフ会員権売却益 15 ― 15

 ３ 関係会社株式売却益 233 249 0.2 ― 0 0.0 233 249 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 0 0 30

 ２ 固定資産廃棄損 ※４ 7 34 162

 ３ 減損損失 ※５ 22 ― 22

 ４ 投資損失引当金繰入額 ― 30 0.0 ― 35 0.0 379 594  0.3

   税金等調整前中間 

   (当期)純利益
38,465 34.7 26,633 25.4 58,121 29.4

   法人税、住民税及び 

   事業税
14,998 10,557 22,325

   法人税等調整額 75 15,073 13.6 △193 10,363 9.9 216 22,542 11.4

   中間(当期)純利益 23,392 21.1 16,270 15.5 35,578 18.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

項目

株   主   資   本
評価・換算 
差 額 等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

他そ の

券有 価 証

金評価差額

平成18年３月31日残高(百万円) 14,840 23,821 284,599 △785 322,475 6,201 328,676

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △6,335 △6,335 △6,335

 役員賞与(注) △288 △288 △288

 中間純利益 23,392 23,392 23,392

 連結子会社増加による 
 利益剰余金増加

293 293 293

 自己株式の取得 △15 △15 △15

 自己株式の処分 0 0 1 1

 持分変動に伴う関係会社 
 保有親会社株式の減少

8 8 8

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 （純額）

△1,398 △1,398

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

― 0 17,061 △5 17,055 △1,398 15,657

平成18年９月30日残高(百万円) 14,840 23,822 301,660 △791 339,531 4,802 344,333

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

項目

株   主   資   本
評価・換算 
差  額  等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

他そ の

券有 価 証

金評価差額

平成19年３月31日残高(百万円) 14,840 23,883 308,972 △670 347,025 4,078 351,104

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △4,873 △4,873 △4,873

 中間純利益 16,270 16,270 16,270

 自己株式の取得 △11 △11 △11

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 （純額）

△1,374  △1,374

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

― 0 11,396 △11 11,385 △1,374 10,010

平成19年９月30日残高(百万円) 14,840 23,883 320,369 △681 358,410 2,704 361,114



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

  

  

項目

株   主   資   本
評価・換算 
差 額 等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

他そ の

券有 価 証

金評価差額

平成18年３月31日残高(百万円) 14,840 23,821 284,599 △785 322,475 6,201 328,676

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注）１ △11,209 △11,209 △11,209

 役員賞与（注）２ △288 △288 △288

 当期純利益 35,578 35,578 35,578

 連結子会社増加による 
 利益剰余金増加

293 293 293

 自己株式の取得 △27 △27 △27

 自己株式の処分 61 2 64 64

 持分変動に伴う関係会社 
 保有親会社株式の減少

8 8 8

 関係会社保有親会社株式 
 の売却

131 131 131

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の 
 変動額（純額）

△2,123 △2,123

連結会計年度中の変動額 
合計(百万円)

― 61 24,373 115 24,550 △2,123 22,427

平成19年３月31日残高(百万円) 14,840 23,883 308,972 △670 347,025 4,078 351,104

 （注）１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目の配当額6,335百万円が含まれております。

    ２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 38,465 26,633 58,121

減価償却費 1,745 1,893 3,991

引当金の増加額 551 433 1,499

受取利息及び受取配当金 △576 △978 △1,355

支払利息 6 ― 7

持分法投資利益 △907 △577 △1,750

売上債権の減少額（増加額△) △13,563  △8,330 5,493

たな卸資産の減少額 5,014 1,873 2,869

仕入債務の増加額（減少額△） △4,057 10,742 △3,070

有償支給未収入金の減少額 

（増加額△)
△20 △2,343 359

その他 △1,778 △6,355 △949

小計 24,878 22,990 65,216

利息及び配当金の受取額 542 829 1,139

利息の支払額 △6 ― △7

法人税等の支払額 △15,588 △7,944 △29,597

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,827 15,875 36,750

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △2,996 ― △4,693

有価証券の償還等による収入 12,900 1,700 15,900

有形無形固定資産の取得による支出 △1,636 △7,154 △3,245

有形無形固定資産の売却による収入 ― 1 26

投資有価証券の取得による支出 △20,493 △20,540 △40,780

投資有価証券の償還等による収入 1,695 16,000 1,689

その他 △261 △628 △266

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,790 △10,622 △31,370

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △15 △11 △27

自己株式の売却による収入 1 0 3

配当金の支払額 △6,335 △4,873 △11,209

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,349 △4,885 △11,233

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

  （減少額△）
△7,313 368 △5,852

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 200,835 195,157 200,835

Ⅶ 新規連結による現金及び 

  現金同等物の増加額
174 ― 174

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
※1 193,696 195,526 195,157



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社

 連結子会社は、㈱三共エクセ

ル、㈱ビスティ、㈱三共クリエ

イト、インターナショナル・カ

ード・システム㈱であります。 

 インターナショナル・カー

ド・システム㈱は、取引高の増

大に伴い重要性が増したため当

中間連結会計期間より連結子会

社といたしました。

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社

 連結子会社は、㈱三共エクセ

ル、㈱ビスティ、㈱三共クリエ

イト、インターナショナル・カ

ード・システム㈱であります。

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社

 連結子会社は、㈱三共エクセ

ル、㈱ビスティ、㈱三共クリエ

イト、インターナショナル・カ

ード・システム㈱であります。 

 インターナショナル・カー

ド・システム㈱は、取引高の増

大に伴い重要性が増したため当

連結会計年度より連結子会社と

いたしました。

 (2) 主要な非連結子会社名

 主要な非連結子会社は、三共

運送㈱であります。

 (2) 主要な非連結子会社名

 同左

 (2) 主要な非連結子会社名

 同左

 (3) 非連結子会社について、連結

の範囲から除いた理由

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。

 (3) 非連結子会社について、連結

の範囲から除いた理由

 同左

 (3) 非連結子会社について、連結

の範囲から除いた理由

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

    １社

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

    １社

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

    １社

 会社の名称は、日本ゲームカ

ード㈱であります。

 同左  同左 

 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称

（非連結子会社） 

三共運送㈱

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称

（非連結子会社） 

 同左

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称

(非連結子会社) 

 同左

 (3) 持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社の中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分

法を適用しておりません。

 (3) 持分法を適用しない理由

 同左

 (3) 持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社の当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法を

適用しておりません。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   満期保有目的の債券

     …償却原価法(定額法)

   その他有価証券

    時価のあるもの

     …中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、

全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   満期保有目的の債券

     …同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     …同左 

  

  

  

  

  

 

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   満期保有目的の債券

     …同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     …連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

純資産直入法により処

理し、売却原価は移動

平均法により算定)

    時価のないもの

     …移動平均法による原価 

 法

    時価のないもの

     …同左

    時価のないもの

     …同左

  ②たな卸資産

   商品・製品・原材料

    …主として総平均法による

原価法

   仕掛品

    …個別原価法

   貯蔵品

    …最終仕入原価法

  ②たな卸資産

   商品・製品・原材料

     …同左

   仕掛品

        …同左

   貯蔵品

        …同左

  ②たな卸資産

   商品・製品・原材料

    …同左

   仕掛品

        …同左

   貯蔵品

        …同左



 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ①有形固定資産

   定率法によっております。耐

用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設備

を除く)については定額法によ

っております。

   なお、取得価額10万円以上20

万円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法によっ

ております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ①有形固定資産

   定率法によっております。耐

用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設備

を除く)については定額法によ

っております。

   なお、取得価額10万円以上20

万円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法によっ

ております。

 

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間連

結会計期間から、平成19年４月

１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

 これに伴い、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場合

と比べ、売上総利益が49百万

円、営業利益が119百万円、経

常利益が119百万円、税金等調

整前中間純利益が119百万円そ

れぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載しております。

 （追加情報） 

 当中間連結会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得した

ものについては、取得価額の

５％まで償却が終了した連結会

計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間で均等償却

する方法によっております。 

 当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ①有形固定資産

   定率法によっております。耐

用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設備

を除く)については定額法によ

っております。

   なお、取得価額10万円以上20

万円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法によっ

ております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ②無形固定資産

   定額法によっております。償

却年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によ

っております。

   なお、ソフトウェア(自社利

用分)については社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。

  ②無形固定資産

   同左

  ②無形固定資産

   同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率によっており、貸倒

懸念債権及び破産更生債権につ

いては個々の債権について回収

不能見込額を計上しておりま

す。
 
 
              ―――― 
 
 
 
 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   同左

 

 

 

 

 

 

 

②投資損失引当金 

 関係会社等への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の財

政状態等を勘案し、必要額を計

上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   同左

 

 

 

 

 

 

 

②投資損失引当金 

 同左

  ②役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間に見合う分を

計上しております。   

      

    ―――― 

    

  ③役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額のうち当

連結会計年度に見合う分を計上

しております。   

  ③賞与引当金

   従業員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

  ③賞与引当金 

   同左

  ④賞与引当金 

   同左 

 

  ④役員退職慰労引当金

   役員に対する退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末要支給額

の100％を計上しております。

  ④役員退職慰労引当金

   同左

  ⑤役員退職慰労引当金

   役員に対する退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額の

100％を計上しております。

  ⑤退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。

   なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額を費用処理

しております。

   また、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)

による按分額をそれぞれ発生年

度より費用処理しております。

  ⑤退職給付引当金

   同左

   

  ⑥退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

   なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額を費用処理

しております。

   数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による按分

額をそれぞれ発生年度より費用

処理しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   同左

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理方法

    …消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理方法

    …同左

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理方法

    …同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。



 会計方針の変更 
  

 
  

表示方法の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は344,333百万

円であります。 

 また、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結財務諸表は、改

正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を適用して

おります。 

 この変更に伴う損益及び事業の

種類別セグメント情報に与える影

響は軽微であります。

      

 

         ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        ―――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は351,104百万

円であります。 

 また、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度における

連結財務諸表は、改正後の連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用してお

ります。これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ238百万円減少

しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響については、当該箇所に記載

しております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

          

         ―――――

（中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間において「現金及び預金」に含 

 めておりました譲渡性預金は、「財務諸表等規則ガイ 

 ドライン」（平成19年10月２日）において有価証券と 

 して取り扱うこととされたため、当中間連結会計期間 

 より「有価証券」に含めております。 

  なお、前中間連結会計期間末の譲渡性預金は63,000 

 百万円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

18,751百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

21,049百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

19,429百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高

72百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高

108百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高

13百万円

※３ (追加情報) 

 中間連結会計期間末日満期

手形の処理 

 中間連結会計期間末日満期

手形は、手形交換日をもって

決済処理をしております。従

って、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日のため、

同日満期手形が以下の科目に

含まれております。 

  受取手形 7,088百万円  

※３ (追加情報) 

 中間連結会計期間末日満期

手形の処理 

 中間連結会計期間末日満期

手形は、手形交換日をもって

決済処理をしております。従

って、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日のため、

同日満期手形が以下の科目に

含まれております。 

  受取手形 4,233百万円  

※３ (追加情報) 

 連結会計年度末日満期手形

の処理 

 連結会計年度末日満期手形

は、手形交換日をもって決済

処理をしております。従っ

て、当連結会計年度末日が金

融機関の休日のため、同日満

期手形が以下の科目に含まれ

ております。 

  受取手形 3,070百万円  



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

販売手数料 5,420百万円

広告宣伝費 1,469百万円

給与手当 1,831百万円

役員賞与引当金 
繰入額

79百万円

賞与引当金 
繰入額

452百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

183百万円

退職給付費用 95百万円

研究開発費 3,714百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

販売手数料 2,285百万円

広告宣伝費 7,018百万円

給与手当 1,719百万円

賞与引当金
繰入額

463百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

39百万円

退職給付費用 95百万円

貸倒引当金
繰入額

356百万円

研究開発費 3,539百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

販売手数料 15,670百万円

広告宣伝費 3,354百万円

給与手当 3,884百万円

役員賞与引当金 
繰入額

238百万円

賞与引当金
繰入額

363百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

225百万円

退職給付費用 176百万円

貸倒引当金
繰入額

869百万円

研究開発費 7,485百万円

 
     
       ――――

 

※２ 固定資産売却益の内容

その他(機械装置
及び運搬具)

0百万円
    
            ――――

 

※３ 固定資産売却損の内容

その他(機械装置 
及び運搬具)

0百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容

建物及び構築物 0百万円

その他(工具器具
及び備品)

0百万円

計 0百万円
 

※３ 固定資産売却損の内容

土  地 2百万円

その他(機械装置
及び運搬具等)

27百万円

計 30百万円

 

※４ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 2百万円

その他(工具器具 
及び備品等)

5百万円

無形固定資産 0百万円

計 7百万円

 

※４ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 13百万円

その他(工具器具
及び備品)

5百万円

その他(機械装置
及び運搬具)

14百万円

無形固定資産 1百万円

計 34百万円

※４ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 78百万円

その他(工具器具 
及び備品)

78百万円

その他(機械装置
及び運搬具)

4百万円

無形固定資産 0百万円

その他 0百万円

計 162百万円

※５ 減損損失

  当中間連結会計期間において、

以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

 会社名 株式会社三共エクセル 

 場所  群馬県みどり市 

 用途  その他の事業 

 種類  その他（機械装置等） 

 当社グループは、固定資産を継

続的に損益の把握をしている単位

及び遊休資産にグルーピングして

おります。 

 今後の使用見込の無い機械装置

等について、売却を進めることと

したため、回収可能価額（正味売

却価額）について税法規定等に基

づく残存価額により評価し、減損

損失（その他（機械装置等）22百

万円）を特別損失に計上いたしま

した。

  
         ――――

 

 

※５ 減損損失    

  当連結会計年度において、以下

の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

 会社名 株式会社三共エクセル 

 場所  群馬県みどり市 

 用途  その他の事業 

 種類  機械装置及び運搬具 

 当社グループは、固定資産を継

続的に損益の把握をしている単位

及び遊休資産にグルーピングして

おります。 

 今後の使用見込の無い機械装置

等について、売却を進めることと

したため、回収可能価額（正味売

却価額）について税法規定等に基

づく残存価額により評価し、減損

損失（機械装置及び運搬具 22百

万円）を特別損失に計上いたしま

した。 

 なお、当該資産は全て売却が完

了しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 自己株式の減少は、単元未満株式の買増請求に応じたもの210株及び持分変動に伴う関係会社保有親会社株

  式の減少2,720株であります。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間 

後となるもの 

 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 自己株式の減少は、単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 
  

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間 

後となるもの 

 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間連結 
会計期間末

発行済株式(株) 普通株式 97,597,500            ―           ― 97,597,500

自己株式(株) 普通株式 205,186 2,163 2,930 204,419

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 6,335 65.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,873 50.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間連結 
会計期間末

発行済株式(株) 普通株式 97,597,500            ―           ― 97,597,500

自己株式(株) 普通株式 165,874 2,355 50 168,179

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 4,873 50.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月12日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,873 50.00 平成19年９月30日 平成19年12月7日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 自己株式の減少は、単元未満株式の買増請求に応じたもの575株、関係会社が保有する提出会社株式の減少

  42,850株（提出会社の当該関係会社に対する出資比率が低下したことによる減少2,720株及び関係会社が提

  出会社の株式を売却したことによる減少40,130株）であります。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式(株) 普通株式 97,597,500            ―           ― 97,597,500

自己株式(株) 普通株式 205,186 4,113 43,425 165,874

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 6,335 65.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 4,873 50.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,873 50.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 150,229百万円

有価証券勘定 62,485百万円

計 212,715百万円

運用期間が３ヶ月を 
超える国債・ＣＰ等 
の有価証券

△19,018百万円

現金及び現金同等物 193,696百万円
 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成19年９月30日)

現金及び預金勘定 125,071百万円

有価証券勘定 102,479百万円

計 227,550百万円

運用期間が３ヶ月を
超える債券

△32,024百万円

現金及び現金同等物 195,526百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 156,999百万円

有価証券勘定 71,880百万円

計 228,879百万円

運用期間が３ヶ月を 
超える債券・非上場 
の外国債券他

△33,721百万円

現金及び現金同等物 195,157百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が、借主 
 に移転すると認められるもの以  
 外のファイナンス・リース取引
 借主側
①  リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

１ リース物件の所有権が、借主
 に移転すると認められるもの以  
 外のファイナンス・リース取引
 借主側
①  リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

１ リース物件の所有権が、借主 
 に移転すると認められるもの以 
 外のファイナンス・リース取引
借主側

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

その他

(機械装置 
及び運搬具) 537 335 201

(工具・器 
具・備品)

478 299 179

計 1,016 635 380

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

その他

(機械装置 
及び運搬具) 519 308 211

(工具・器 
具・備品)

450 328 121

計 969 636 332

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

その他

(機械装置
及び運搬具) 466 306 160

(工具・器
具・備品)

474 338 135

計 941 644 296

② 未経過リース料中間期末残高相
当額

 １年内 184百万円

 １年超 203百万円

   計 388百万円

② 未経過リース料中間期末残高相
当額

 １年内 152百万円

 １年超 184百万円

   計 336百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 168百万円

 １年超 132百万円

   計 300百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額

支払リース料 111百万円

減価償却費相当額 108百万円

支払利息相当額 2百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額

支払リース料 98百万円

減価償却費相当額 96百万円

支払利息相当額 1百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額

支払リース料 211百万円

減価償却費相当額 206百万円

支払利息相当額 4百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。      

  ・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件
の取得価額相当額の差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ
っております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法
   同左

  ・利息相当額の算定方法
   同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法
  同左

 ・利息相当額の算定方法
  同左

 ２ オペレーティング・リース取引
  借主側 
    未経過リース料中間期末残高相 
   当額          

 ２ オペレーティング・リース取引
  借主側  
   未経過リース料中間期末残高相 
   当額          

２ オペレーティング・リース取引 
  借主側  
   未経過リース料期末残高相当額 

 

 １年内 0百万円

 １年超 2百万円

   計 3百万円
 

 １年内 1百万円

 １年超 4百万円

   計 6百万円
 

 １年内 0百万円

 １年超 1百万円

   計 2百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 

 ① 国債 60,021 59,966 △54

 ② 社債 46,464 46,475 11

計 106,485 106,442 △43

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 1,457 9,529 8,071

計 1,457 9,529 8,071

内容  中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券 

 ① 国内私募債    80

計    80

(2) 子会社及び関連会社株式 

 ① 子会社株式 7,925

 ② 関連会社株式 8,304

計 16,230

(3) その他有価証券

 ① 非上場株式    68

計    68



当中間連結会計期間末 (平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 

 ① 国債 80,012 80,057 45

 ② 社債 30,455 30,462 7

計 110,467 110,519 52

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 1,957 6,502 4,544

計 1,957 6,502 4,544

内容  中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券 

 ① 国内私募債    60

 ② 譲渡性預金 40,000

計 40,060

(2) 子会社及び関連会社株式 

 ① 子会社株式 12,214

 ② 関連会社株式  9,693

計 21,908

(3) その他有価証券

 ① 非上場株式    103

計    103



前連結会計年度末 (平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

   

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)、当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）及び前

連結会計年度末（平成19年３月31日） 

  

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 

 ① 国債 80,022 79,980 △41

 ② 社債 39,857 39,864 6

計 119,880 119,845 △35

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

 ① 株式 1,457 8,311 6,854

計 1,457 8,311 6,854

内容  中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1) 満期保有目的の債券 

 ① 国内私募債    60

計    60

(2) 子会社及び関連会社株式 

 ① 子会社株式 8,206

 ② 関連会社株式 9,228

計 17,434

(3) その他有価証券

 ① 非上場株式    68

計    68



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

パチンコ機
関連事業 
(百万円)

パチスロ機 
関連事業 
(百万円)

補給機器
関連事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  
 売上高

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高

77,089 21,693 11,586 601 110,970 ― 110,970

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高

2 ― 0 ― 3 (3) ―

計 77,091 21,693 11,587 601 110,973 (3) 110,970

 営業費用 44,903 15,095 11,333 412 71,745 2,707 74,452

 営業利益   32,188 6,598 253 188 39,228 (2,710) 36,517

パチンコ機
関連事業 
(百万円)

パチスロ機 
関連事業 
(百万円)

補給機器
関連事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  
 売上高

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高

56,964 36,810 10,461 664 104,901 ― 104,901

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高

4 ― ― ― 4 (4) ―

計 56,969 36,810 10,461 664 104,905 (4) 104,901

 営業費用 40,615 25,971 10,191 487 77,265 2,747 80,013

 営業利益   16,353 10,839 269 176 27,639 (2,751) 24,887

パチンコ機
関連事業 
(百万円)

パチスロ機 
関連事業 
(百万円)

補給機器
関連事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

  
 売上高

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高

141,405 32,916 22,024 1,377 197,723 ― 197,723

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高

6 ― 0 ― 7 (7) ―

計 141,411 32,916 22,025 1,377 197,731 (7) 197,723

 営業費用 89,255 25,068 21,601 954 136,879 5,934 142,814

 営業利益 52,156 7,848 424 422 60,851 (5,941) 54,909



(注) １ 事業区分の方法は販売品目系統によって区分しております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

 
３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた、配賦不能営業費用の金額及び主な内容は以下のとおりで

 あります。 
  

 
     ４ 会計方針の変更 

（当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間より、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、「パチンコ機関連事

業」が60百万円、「パチスロ機関連事業」が38百万円、「補給機器関連事業」が15百万円、「その他の事

業」が0百万円、「消去又は全社」が4百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

（前連結会計年度） 

26ページ「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方

法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「消去又は全社」が212百万円、「パチンコ機

関連事業」が16百万円、「パチスロ機関連事業」が4百万円、「補給機器関連事業」が3百万円増加し、営業

利益がそれぞれ同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 
  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31

日) 

在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 
  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31

日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

(1)パチンコ機関連事業…… パチンコ機、パチンコ機ゲージ盤、関連部品及びパチンコ機関連ロイヤリティ

ー収入

(2)パチスロ機関連事業…… パチスロ・パロット機、関連部品及びパチスロ機関連ロイヤリティー収入

(3)補給機器関連事業……… パチンコ・パチスロ補給装置、カードシステム機器、ホール設備周辺機器及び

補給機器関連ロイヤリティー収入

(4)その他の事業…………… 不動産賃貸収入、一般成形部品その他

前中間連結会計期間 
(百万円)

当中間連結会計期間 
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

主な内容

2,710 2,751 5,941
提出会社及び連結子会社の当社
グループ管理に係る営業費用



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益の金額算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 3,535.50円

 
１株当たり純資産額 3,706.43円 １株当たり純資産額 3,603.59円

 
１株当たり中間純利益 240.18円

 
１株当たり中間純利益 166.99円 １株当たり当期純利益 365.26円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
ないため記載しておりません。

 同左              
 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
ないため記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額

  純資産の部の合計額 344,333百万円 361,114百万円 351,104百万円

  普通株式に係る純資産額 344,333百万円 361,114百万円 351,104百万円

  普通株式の発行済株式数 97,597,500株 97,597,500株 97,597,500株

  普通株式の自己株式数 204,419株 168,179株 165,874株

  １株当たり純資産額の算定に 
  用いられた普通株式の数

97,393,081株 97,429,321株 97,431,626株

１株当たり中間(当期)純利益

  中間(当期)純利益 23,392百万円 16,270百万円 35,578百万円

  普通株式に係る中間(当期)純利益 23,392百万円 16,270百万円 35,578百万円

  普通株主に帰属しない金額 ― 百万円 ― 百万円 ―百万円

  普通株式の期中平均株式数 97,393,965株 97,430,680株 97,406,569株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 125,687 98,489 118,000

 ２ 受取手形 ※４ 40,147 36,794 26,621

 ３ 売掛金 36,953 35,511 42,267

 ４ 有価証券 62,485 102,479 71,880

 ５ たな卸資産 4,021 5,090 6,416

 ６ その他 10,972 13,232 10,665

   貸倒引当金 △878 △871 △744

   流動資産合計 279,389 71.9 290,725 70.6 275,107 71.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 5,330 1.4 5,197 1.3 5,145 1.3

 ２ 無形固定資産 162 0.0 140 0.0 143 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 101,563 112,792 104,605

  (2) その他 2,681 4,301 3,811

     貸倒引当金 △423 △1,264 △1,093

     投資損失引当金 － △379 △379

   投資その他の資産 
   合計

103,821 26.7 115,450 28.1 106,943 27.6

   固定資産合計 109,314 28.1 120,788 29.4 112,231 29.0

   資産合計 388,703 100.0 411,513 100.0 387,338 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 37,330 49,759 37,962

 ２ 未払法人税等 13,731 10,106 7,368

 ３ 役員賞与引当金 70 － 212

 ４ 賞与引当金 691 719 582

 ５ その他 ※３ 8,476 8,740 8,347

   流動負債合計 60,301 15.5 69,326 16.9 54,474 14.0

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 1,050 1,108 1,087

 ２ 退職給付引当金 2,053 2,290 2,179

 ３ その他 2,075 848 1,256

   固定負債合計 5,179 1.3 4,247 1.0 4,523 1.2

   負債合計 65,480 16.8 73,574 17.9 58,997 15.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 14,840 3.8 14,840 3.6 14,840 3.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 23,750 23,750 23,750

  (2) その他資本剰余金 72 72 72

   資本剰余金合計 23,822 6.1 23,822 5.8 23,822 6.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 2,555 2,555 2,555

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 13 5 5

    別途積立金 197,501 217,501 197,501

    繰越利益剰余金 80,216 77,060 86,076

   利益剰余金合計 280,287 72.1 297,123 72.2 286,139 73.9

 ４ 自己株式 △529 △0.1 △550 △0.1 △539 △0.1

   株主資本合計 318,420 81.9 335,235 81.5 324,262 83.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

4,802 1.3 2,704 0.6 4,078 1.1

   評価・換算差額等 
   合計

4,802 1.3 2,704 0.6 4,078 1.1

   純資産合計 323,223 83.2 337,939 82.1 328,341 84.8

   負債純資産合計 388,703 100.0 411,513 100.0 387,338 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 97,741 100.0 96,722 100.0 168,016 100.0

Ⅱ 売上原価 52,294 53.5 55,052 56.9 92,915 55.3

   売上総利益 45,446 46.5 41,669 43.1 75,100 44.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 12,168 12.5 18,049 18.7 24,793 14.8

   営業利益 33,278 34.0 23,620 24.4 50,307 29.9

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,910 3.0 2,110 2.2 4,074 2.4

Ⅴ 営業外費用 29 0.0 37 0.0 37 0.0

   経常利益 36,158 37.0 25,693 26.6 54,344 32.3

Ⅵ 特別利益 439 0.4 0 0.0 439 0.3

Ⅶ 特別損失 1 0.0 8 0.0 490 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

36,596 37.4 25,684 26.6 54,294 32.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

13,786 9,969 20,660

   法人税等調整額 △31 13,754 14.0 △142 9,826 10.2 65 20,726 12.3

   中間(当期)純利益 22,842 23.4 15,857 16.4 33,567 20.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 

項目

株   主   資   本
評価・換算 

差  額  等

純資産  

合 計
資本金

資本剰余金 利  益  剰  余  金

自己  

株式

株 主

資 本

合 計

他そ の

券有 価 証

評価差額金
資 本 

準備金

その他 

資 本 

剰余金

利 益 

準備金

その他利益剰余金

特 別

償 却

準備金

別 途

積立金

繰 越  

利 益  

剰余金

平成18年３月31日残高 

     (百万円)
14,840 23,750 71 2,555 21 177,501 83,964   △514 302,191 6,201 308,392

中間会計期間中の変動

額

 剰余金の配当(注)  △6,335  △6,335   △6,335

 役員賞与(注)  △262   △262    △262

 別途積立金積立(注) 20,000  △20,000    ―    ―

 特別償却準備金 

 取崩(注)
  △8 8    ―    ―

 中間純利益 22,842 22,842 22,842

 自己株式の取得   △15   △15   △15

 自己株式の処分 0 0 1 1

 株主資本以外の項 

 目の中間会計期間 

 中の変動額(純額)

   △1,398   △1,398

中間会計期間中の変動

額合計(百万円)
  ―   ― 0  ―   △8 20,000   △3,748   △14 16,229    △1,398 14,830

平成18年９月30日残高 

     (百万円)
14,840 23,750 72 2,555 13 197,501 80,216  △529 318,420 4,802 323,223

項目

株   主   資   本
評価・換算 

差  額  等

純資産  

合 計
資本金

資本剰余金 利  益  剰  余  金

自己  

株式

株 主

資 本

合 計

他そ の

券有 価 証

評価差額金
資 本 

準備金

その他 

資 本 

剰余金

利 益 

準備金

その他利益剰余金

特 別

償 却

準備金

別 途

積立金

繰 越  

利 益  

剰余金

平成19年３月31日残高 

     (百万円)
14,840 23,750 72 2,555 5 197,501 86,076 △539 324,262 4,078 328,341

中間会計期間中の変動

額

 剰余金の配当 △4,873 △4,873 △4,873

 別途積立金積立 20,000 △20,000 － －

 中間純利益 15,857 15,857 15,857

 自己株式の取得 △11 △11 △11

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項 

 目の中間会計期間 

 中の変動額(純額)

△1,374 △1,374

中間会計期間中の変動

額合計(百万円)
－ － 0 － － 20,000 △9,015 △11 10,972 △1,374 9,598

平成19年９月30日残高 

     (百万円)
14,840 23,750 72 2,555 5 217,501 77,060 △550 335,235 2,704 337,939



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

  

項目

株   主   資   本
評価・換算 

差  額  等

純資産  

合 計
資本金

資本剰余金 利  益  剰  余  金

自己  

株式

株 主

資 本

合 計

他そ の

券有 価 証

評価差額金
資 本 

準備金

その他 

資 本 

剰余金

利 益 

準備金

その他利益剰余金

特 別

償 却

準備金

別 途

積立金

繰 越  

利 益  

剰余金

平成18年３月31日残高 

     (百万円)
14,840 23,750 71 2,555 21 177,501 83,964   △514 302,191 6,201 308,392

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注)１  △11,209 △11,209  △11,209

 役員賞与(注)２  △262   △262    △262

 別途積立金積立 

 (注)２       
20,000  △20,000    ―    ―

 特別償却準備金 

 取崩(注)３
△16 16    ―    ―

 当期純利益 33,567 33,567 33,567

 自己株式の取得   △27   △27   △27

 自己株式の処分 1 2 3 3

 株主資本以外の項 

 目の事業年度中 

 の変動額(純額)

   △2,123   △2,123

事業年度中の変動額合

計(百万円)
  ―   ― 1  ― △16 20,000 2,111   △24 22,071    △2,123 19,948

平成19年３月31日残高 

     (百万円)
14,840 23,750 72 2,555 5 197,501 86,076  △539 324,262 4,078 328,341

 （注）１ 剰余金の配当は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分6,335百万円及び当期中間配当額4,873百万円であります。

        ２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

        ３ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分8百万円を含んでおります。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   …償却原価法(定額法)

  子会社株式及び関連会社株式

   …移動平均法による原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）

   時価のないもの

    …移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   …同左

  子会社株式及び関連会社株式

   …同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …同左 

  

  

  

  

 

   時価のないもの

    …同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   …同左

  子会社株式及び関連会社株式

   …同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

   時価のないもの

    …同左

 (2) たな卸資産 

  商品・製品・原材料 

   …総平均法による原価法 

  仕掛品……個別原価法 

  貯蔵品……最終仕入原価法

 (2) たな卸資産

  商品・製品・原材料

   …同左

  仕掛品……同左

  貯蔵品……同左

 (2) たな卸資産

  商品・製品・原材料

   …同左

  仕掛品……同左

  貯蔵品……同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産

 定率法によっております。耐用

年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物付属設備を除

く)については定額法によっており

ます。 

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法によっており

ます。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

 定率法によっております。耐用

年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物付属設備を除

く)については定額法によっており

ます。 

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法によっており

ます。 

 

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間会

計期間から、平成19年４月１日

以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。 

 これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比

べ、売上総利益が48百万円、営

業利益が118百万円、経常利益

が118百万円、税金等調整前中

間純利益が118百万円それぞれ

減少しております。

 （追加情報） 

 当中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得したもの

については、取得価額の５％ま

で償却が終了した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５

年間で均等償却する方法によっ

ております。 

 当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

   

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

 定率法によっております。耐用

年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物付属設備を除

く)については定額法によっており

ます。 

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法によっており

ます。

   

 (2) 無形固定資産

 定額法によっております。償却

年数については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によってお

ります。

 なお、ソフトウェア(自社利用

分)については社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

 (2) 無形固定資産

   同左

 (2) 無形固定資産

   同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率によっており、貸倒懸念債

権及び破産更生債権については

個々の債権について回収不能見込

額を計上しております。

 
 
       
      ――――― 
 
 
 

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

 

 

 

 

 

 

(2) 投資損失引当金 

 関係会社等への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財政状

態等を勘案し、必要額を計上して

おります。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

 

 

 

 

 

 

(2) 投資損失引当金 

  同左

(2) 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に充て

るため、支給見込額のうち当中間

会計期間に見合う分を計上してお

ります。

(3) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

      

     ―――――  

  

  

 

 (3) 賞与引当金

   同左

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に充て

るため、支給見込額のうち当事業

年度に見合う分を計上しておりま

す。

 (4) 賞与引当金

   同左

 (4) 役員退職慰労引当金

 役員に対する退職慰労金の支出

に充てるため、内規に基づく中間

期末要支給額の100％を計上してお

ります。

 (4) 役員退職慰労引当金

   同左

 (5) 役員退職慰労引当金

 役員に対する退職慰労金の支出

に充てるため、内規に基づく期末

要支給額の100％を計上しておりま

す。

 (5) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込み額に基づき、当中

間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

 なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による按分額を費用処理してお

ります。

 また、数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発

生年度より費用処理しておりま

す。

 (5) 退職給付引当金

   同左

 (6) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。

 なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による按分額を費用処理してお

ります。

 数理計算上の差異については、

各期の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による按分額をそれぞれ発生年度

より費用処理しております。



次へ 

 
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

  同左

４ リース取引の処理方法

  同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

   同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

     同左



会計方針の変更 

  

 
  

  

 表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は323,223百万

円であります。 

 また、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間財務諸表は、改正後の中間

財務諸表等規則により作成してお

ります。 

 
 （役員賞与に関する会計基準）
  当中間会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用してお

ります。 

 この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

 

       

 

 

      ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

      ―――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は328,341百万

円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における財務諸表は、

改正後の財務諸表等規則により作

成しております。 

 

 
（役員賞与に関する会計基準）
   当事業年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それ

ぞれ212百万円減少しておりま

す。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

          

          ―――――

（中間貸借対照表） 

  前中間会計期間において「現金及び預金」に含めて

おりました譲渡性預金は、「財務諸表等規則ガイドラ

イン」（平成19年10月２日）において有価証券として

取り扱うこととされたため、当中間会計期間より「有

価証券」に含めております。          

  なお、前中間会計期間末の譲渡性預金は55,000百万

円であります。



 注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

11,692百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

13,727百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

12,396百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高

72百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高

108百万円

 ２ 受取手形裏書譲渡高

13百万円

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。

※３ 消費税等の取扱い

   同左

※３   ―――――

  

※４ (追加情報) 

 中間会計期間末日満期手形の

処理 

 中間会計期間末日満期手形は

手形交換日をもって決済処理し

ております。従って、当中間会

計期間末日は金融機関の休日の

ため、同日満期手形が以下の科

目に含まれております。 

  受取手形  4,987百万円

※４ (追加情報) 

 中間会計期間末日満期手形の

処理 

 中間会計期間末日満期手形は

手形交換日をもって決済処理し

ております。従って、当中間会

計期間末日は金融機関の休日の

ため、同日満期手形が以下の科

目に含まれております。 

  受取手形   2,895百万円

※４ (追加情報) 

 事業年度末日満期手形の処理 

  

 事業年度末日満期手形は手形

交換日をもって決済処理してお

ります。従って、当事業年度末

日は金融機関の休日のため、同

日満期手形が以下の科目に含ま

れております。 

  受取手形   2,632百万円  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 366百万円

受取配当金 2,112百万円

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 383百万円

受取配当金 981百万円

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 834百万円

受取配当金 2,222百万円

 ２ 減価償却実施額

   (1) 有形固定資産

1,286百万円

   (2) 無形固定資産

25百万円

 ２ 減価償却実施額

   (1) 有形固定資産

1,468百万円

   (2) 無形固定資産

24百万円

 ２ 減価償却実施額

  (1) 有形固定資産

3,063百万円

  (2) 無形固定資産

51百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   

(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   

(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

  

  

  

株式の種類
前事業年度末 

(平成18年３月31日)
増加 減少

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

普通株式(株) 122,206 2,163 210 124,159

株式の種類
前事業年度末 

(平成19年３月31日)
増加 減少

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日)

普通株式(株) 125,744 2,355 50 128,049 

株式の種類
前事業年度末 

(平成18年３月31日)
増加 減少

当事業年度末 
(平成19年３月31日)

普通株式(株) 122,206 4,113 575 125,744
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(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  リース物件の所有権が借主に 

 移転すると認められるもの以外 

 のファイナンス・リース取引

 借主側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に
 移転すると認められるもの以外 
 のファイナンス・リース取引
 借主側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

  リース物件の所有権が借主に 

 移転すると認められるもの以外 

 のファイナンス・リース取引

 借主側

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

有形固定
資産
(機械及
び装置) 49 10 38

( 工 具・
器具・備
品)

357 250 106

(車輌運
搬具)

37 18 18

計 444 280 163
 

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

有形固定
資産
(機械及
び装置) 124 14 109

( 工 具・
器具・備
品)

317 271 46

(車輌運
搬具)

39 15 24

計 482 301 180
 

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

有形固定
資産
(機械及
び装置) 49 15 34

( 工 具・
器具・備
品)

357 279 77

(車輌運
搬具)

36 18 17

計 443 314 128

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 89百万円

１年超 76百万円

  計 165百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 68百万円

１年超 113百万円

  計 181百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 82百万円

１年超 47百万円

  計 130百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 50百万円

減価償却費 
相当額

49百万円

支払利息 
相当額

0百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 49百万円

減価償却費
相当額

48百万円

支払利息
相当額

0百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 100百万円

減価償却費
相当額

98百万円

支払利息
相当額

1百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

  ・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。
 
 
      ―――――

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   同左

  ・利息相当額の算定方法

   同左
 
 
 
 
 
 ２ オペレーティング・リース取引 
  借主側  
   未経過リース料中間期末残高相 
   当額 

 １年内 0百万円

 １年超 3百万円

   計 4百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   同左

  ・利息相当額の算定方法

   同左 

 

 

 

 
     

 
      ―――――



前へ 

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

第43期中間配当について、平成19年11月12日開催の取締役会において、平成19年９月30日現在の株主

名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。 

 
  

種類

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成19年３月31日現在)

中間貸借
対 照 表
計 上 額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

中間貸借
対 照 表
計 上 額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸    借
対 照 表
計 上 額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

関連会社 
株  式

2,044 17,523 15,479 2,044 7,945 5,900 2,044 11,608 9,564

① 中間配当金の総額 4,873百万円

② １株当り中間配当金 50.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月7日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第42期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提

出。 

 (2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(1)有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年10月29日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社  Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

（登記社名 株式会社 三 共） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹ

Ｏの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＳＡＮＫＹＯ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
 

  

平成19年12月18日

株 式 会 社 Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

(登記社名 株式会社 三 共) 

 取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹＯの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＡＮＫＹＯ及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 樋 口 節 夫   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 原   勝 彦   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 入 江 秀 雄  ㊞

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社  Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

（登記社名 株式会社 三 共） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹ

Ｏの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ＳＡＮＫＹＯの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 入 江 秀 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
 

  

平成19年12月18日

株 式 会 社 Ｓ Ａ Ｎ Ｋ Ｙ Ｏ 

(登記社名 株式会社 三 共) 

 取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ＳＡＮＫＹＯの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ＳＡＮＫＹＯの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 樋 口 節 夫  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 原   勝 彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 入 江 秀 雄  ㊞

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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